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１． はじめに 

 

「阿南市と大正大学の連携協力に関する協定」に基づく地方創生・地域の活性化等に

関する研究事業は、「あなん未来会議」で阿南市が目指すべき中長期的な展望や戦略に

ついて提言を行い、未来の担い手である②若者の人材育成を研究の柱に位置づけた。

2020 年度からは地域創生にかかる課題解決型の調査研究として、①関係人口を核とし

たシティプロモーションの検証、2021 年度からは③SDGs の啓発・推進に着手。さらに

2022 年度からは、環境と経済・社会のサイクルで地域資源を活用したビジネスを創出

する④地域循環共生圏（チャレンジ都市阿南創造事業）が創設されたことに伴い、SDGs

や ESG経営の先導的取組を伴走型でフォローアップする活動が追加された。 

本年度（2023年）はこれらの 4テーマに沿って、①は「阿南とつながる」をコンセプ

トに昨年から運用を開始した WEBサイト「阿南人」の情報発信コンテンツを質・量とも

大幅に強化。そして大正大学実習生が制作した商店街を紹介する SNSリール動画の画期

的な拡散力や高校生プロモーターによる投稿、阿南光高校甲子園出場などが幅広いフォ

ロワー増加につながったことを分析した。②は「地域体験学習」の実態と影響を調査す

る高校生アンケートを実施して分析。また地域イベントに参画する高校生たちの交流支

援を行った。③は SDGs 講演会と市民活動を紹介するパンフレットの制作。④は 5 つの

採択事業者へのヒアリングを重ね、事業目的が達成・継続できるよう伴走型で支援した。 

以上の活動に際しては、市民、事業所、市内高校の教員、自治体職員など多くの方々

のご協力をいただき、さらに教員や研究員、学生など大正大学の知見を最大限活用した。 

本報告書では、そのような一連の調査研究活動の報告と考察を記述していく。 
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２． 関係人口を核としたシティプロモーション 

 

昨年実施した「阿南市内の就労者アンケート」で、Uターンを促進するためには、高

校卒業後に進学、就職してからも「阿南」と繋がり続けるための情報発信が重要である

ことが分かり、その情報ツールとして WEB サイト「阿南人.com」のデモ版を制作した。 

本年は「阿南人.com」の本格的な運用とプロモーター養成などの活動を行い、運用面

では大正大学実習生が制作した商店街の店舗を紹介するリール動画をきっかけに SNS

発信を強化したことで、アクセス、フォロワー数とも大幅に増加。特に 11 月以降は「ま

ちマルシェ」「夕暮市場」などのイベント、高校生の活躍、移住交流、阿南光高校の甲

子園出場など SNS（インスタグラム・FACEBOOK）で連日のように発信し、フォロワーが

大幅に増えた。また、高校生自らが街の話題を取材して発信する「高校生プロモーター」

の効果もあり、13〜24代の若者のフォロワー数も増えつつある。 

どのようなコンテンツを発信したのか、またアクセス数の具体的な推移や傾向・年齢

層、今後さらに効果的な発信を行うための提案などを報告する。 

阿南人ホームページ 

阿南人インスタグラム 

阿南人フェイスブック

facebook 
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① (1 )

② (1 )

③ 2

④

⑤ ( −)

Instagram

↑
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↑  (20 24 4 )

  



 

 

13 



 

 

14 

  



 

 

15 

  



 

 

16 

  



 

 

17 

（全体的な考察と今後） 

 

今回の「阿南人.com」「SNS」発信を通じて、気づきや新たな提案が見えてきた。気

づきの一つはリール動画の拡散力で、写真や文章にこだわっていた従来の見せ方・伝

え方の常識が見事に覆された。誰もがスマホで簡単に、１〜3分という短い時間で音

楽に合わせてさまざまな場面を楽しめて、興味を持てばハッシュタグからさらに詳し

い情報が得られる。また、投稿したイベント関係者や事業所から感謝のメッセージを

いただくこともあり、活動している人のやりがいや情報共有にも役立っていると感じ

た。また、SNSで拡散した動画や記事を阿南人.comのホームページでは保存版として

掲載することで、流されがちな SNS情報の図書館機能を持たせている。 

 新たな提案は、分析の「課題とこれから」で示したように、若者や県外の人のフォ

ロワーをさらに増やすための方法で、公式 L I N E、Note、東京・阿南ふるさと会

FACEBOOKの活用、東京で活躍する人を紹介する「阿南人」の東京版、県外在住プロモ

ーター任用など、いろんなアイデアの可能性を検討していきたい。 
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３． 若者の人材育成と U I Jターン促進に向けた情報発信 

 

① 高校生アンケート 

地域構想研究所の中島ゆき主任研究員と連携して、高校の地域体験学習がふるさと

への愛着や将来の地元回帰に好影響を与えるという仮説のもと、市内５校を対象にア

ンケートを実施。高校 2.3年生、専攻科・高専 4.5年生の 701人から回答を得た。 

その結果、地域の体験学習に参加している生徒ほど、地域への愛着や関心が高い傾

向にあることが分かった。高校生への個別ヒアリング結果も合わせて、その集計・分

析の結果を以下に報告する。 
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② 総括 

 

②-1 高校生アンケートからみえてきた今後について 

 美しい自然と温かい人々に囲まれた阿南市で、4年間にわたる UIJターン促進調査

が行われ、本年度の高校生アンケートは、その最終章ともいえる調査となった。この

調査は、単なるデータ収集に留まらず、地域の未来を見据えた意義ある試みであり、

多くの市民や高校生、そして自治体職員の方々との対話を重ね、その思いを一つひと

つ積み上げてきた。 

調査を通じて、阿南市の持つ地域資源の豊かさや、その魅力に惹かれる多くの人々

の声が明らかになる一方で、地域が抱える課題も浮き彫りとなった。若者たちが地元

に愛着を持ちながらも、進学や就職を機に地域外へ流出してしまう現実。そして帰省

時に感じる交流の場の不足や、移住に対する情報不足。これらの課題は、阿南市の将

来にとって重要なテーマであると確信するに至った。 

それでも、今年の高校生アンケートからは、地域体験学習や奉仕活動を通じて若者

たちが地域に対する興味や愛着を深めていることが分かり、特に地域主催の活動に参

加した高校生たちが、阿南市の未来を支える力となる可能性が期待される。彼らの声

には、地域の魅力を再発見し、その魅力をさまざまな人たちに伝えたいという思いも

込められている。 

こうした調査結果を踏まえ、私たちは R6年度に向けた新たな取組の方向性として、

高校生と地域の大人が共に成長し合う「TAMARI-Ba」構想、情報発信を通じたつながり

の継続、そしてリアルな移住情報の発信を提案したい。これらの施策が、地域の未来

を担う若者たちを育成する原動力になると考えている。 

阿南市が持つ自然の美しさ、人々の温かさ、それらを支える地域資源。その全てが

一つに繋がり、未来を形作る力となる。これまでの調査を通じて見えてきた課題とそ

の解決策は、地域全体の協働が生み出す未来につながるものだ。 

以下に、今年の調査概要や結果、今後の方向性についてをまとめる。 

 

②-2調査結果の概要 

a.地域体験学習の影響 

高校生は地域体験学習を通じて地域への興味・関心が高まっていることが分か

った。特に地域主催の活動に参加した生徒は、地域への愛着や貢献意識が強くな
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る傾向が見られ、活動別では奉仕活動が最も影響を与え、地域への関心を高める

きっかけとなった。 

 

b.職業選択と進路 48% 

調査対象の高校生の約 44%が卒業後の進路として「進学」を希望し、約 48%が就

職希望である。就職希望者の希望就職地は「阿南市内」が 27%であった。また、

「徳島県内」が 34%、四国以外が 28%が市外での就職を望む傾向となった。 

魅力的と思う業種は「医療業」、「公務」、「製造業」といった職種が上位となっ

た。これは、阿南市の高校生が身近に知っている職業であることも要因となって

いる。 

 

c.地域貢献と関わり意識 

地域体験学習を経験した高校生は、阿南市をよくする活動や将来的な地域イベ

ントへの参加意向が高いことが分かった。 

 

②-3 これまでの 4年間の調査から見えてきた課題 

令和 2年から令和 5年までの調査では、以下のような課題が明らかになった。 

a.関係人口の見える化 

阿南市の関係人口は、自然環境の良さや教育環境に魅力を感じているが、仕事

の機会や第二の接点（例えば交流イベントなど）の不足が課題として浮かび上が

った。 

b. UIターンの促進 

高校卒業後に地域と繋がり続けるための仕組みや、リアルな移住情報の発信が

不足していることが指摘された。特に、帰省時の交流の場の不足や、同窓会機能

の弱さが課題となっている。 

 

c.高校生の地域体験学習と貢献意識 

地域体験学習は高校生の地域への関心や愛着を高めるものの、学習の継続性や

大人との関わりが少ないことが課題であり、地域体験を「自分ゴト」として捉え

られる機会も不足している。 
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③ R6年度に実施すべき施策 

上記の課題を踏まえ、令和 6年度に実施すべき具体的な施策をいくつか提案する。 

 

③-1 「TAMARI-Ba」構想の推進 

高校生と地域の大人が一緒に取り組む「場」と「機会」を提供する「TAMARI-

Ba」構想を推進する。これにより、地域体験学習を通じて得たつながりを継続

し、地域貢献意識を高めることを目指す。 

具体的には、阿南市のふるさと未来課や大正大学地域構想研究所阿南支局及び

大正大学のパートナー会社である「すだっち阿南」と協力し、高校生が地域体験

学習や地域のイベントに主体的に参加できる機会を増やす。 

 

③-2 阿南人.comの運営企画参画 

高校生が自ら企画・運営し、地域の情報発信に関わる「阿南人.com」を活用し

ます。これにより、地域とのつながりを継続し、情報発信を通じて地域への愛着

や貢献意識を育むものとなる。 

 

③-3地域体験学習の強化 

  地域体験学習のプログラムを充実させ、地域資源を活用した学習機会を提供し

ます。具体的には、自然環境や地域産業に関する体験活動を増やし、地域への理

解を深める。 

 

③-4リアルな移住情報の発信 

阿南市の魅力や移住に関する情報を積極的に発信することで、Uターンや Iタ

ーン希望者への支援を強化します。これには、移住者の声を取り入れたインタビ

ューや、阿南市の生活環境に関するリアルな情報提供が含まれる。  
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④高校生の地域体験学習支援 

 

昨年に続いて、高校生と地域をつなぐ活動を積極的に支援した。その一つが商店街の

活性化イベント「あなんまちマルシェ」で、店主たちと高校生の企画委員を募集。応募

者 7人が 3チームに分かれてマルシェを盛り上げる企画を自分たちで考えて実施。 

高校生は自分のアイデアが実現することで、これまでのボランティアでは味わえない

やりがいを感じたようで、終了後もメンバーのつながりが継続し、支局を中心に高校生

のサークルが誕生しつつある。さらに、文化祭以外でバンドやダンスの発表機会がない

との相談を受け、マルシェで高校生ライブを開催。今では各地のイベントから声がかか

るダンスチームもある。また、高校訪問がきっかけで本学職員の土屋光（阿南実習１期

生）さんが阿南光高校で出前授業を行い、自身が感じた阿南の魅力や大正大学の取組を

発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生プロジェクト動画 
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また、「阿南人.com」の高校生プロモーターを養成するために、「高校生ジャーナリ

スト体験会」を開催。講師の長谷川加奈さん（地元ケーブルテレビの人気レポータ

ー）からインタビューのコツを学び、実際にお店を訪問して取材体験。その後、２回

に分けて前田あゆみ（阿南人の管理人）さんから、アプリを使ってカメラワークや切

り貼り、音楽効果など動画編集の方法を学んだ。 

 そして、後日、夕暮マルシェなどのイベントを独自に取材して、制作した動画を

「阿南人」にアップして、大きな反響を呼んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生プロモーター制作動画 
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４． SDGsの推進 

 

阿南市 SUPタウンプロジェクトと連動して、淡島海岸の環境調査、清掃、特定外来種

ナルトサワギクの駆除を行った。また、「ゼロカーボンあなん」の意識を高めるため、

市職員対象の SDGs・脱炭素セミナーを開催したほか、SDGs の市民活動を紹介するパン

フレットを制作した。 

 

① SDGs啓発イベント（清掃活動・特定外来植物の調査及び駆除活動） 
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② SDGsセミナー（市職員対象）の開催 

阿南市と地方創生・SDGsの包括連携協定を結んでいる東京海上日動火災保険（株）の

主任推進役を招いて、ゼロカーボンシティの推進に向け、SDGs/ESG/GXの基礎知識や理

念、相関性、民間企業における最新の取組を学んだ。 

日時 令和６年３月１日 （場所 市役所６階会議室） 

講師 中塚 啓二郎 氏  東京海上日動火災保険（株） 

参加 約 40名 

 

（講演の骨子） 

SDGsのおさらい（基本）・・・世間のSDGs認知度は95%と上がってきた。元々は

「貧困をなくそう」というスローガンのもと16の目標ができたのがきっかけで、今も

世界には支援が必要な子どもたちが多くいる。そういった理念のMDGs（ミレニアム

開発目標）」から持続可能な経済に重きを置いたSDGsになった。SDGsは産業革命に

よる地球環境への代償を問い直すための17のゴールであり、経済成長・社会的包摂・

環境保護の３要素が核となる。 

ESG、DXとは・・・2020年のカーボンニュートラル、2021年に打ち出された国のグ
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リーン成長戦略。それまで温暖化への対応は「経済成長の制約・コスト」だったが、

新たな先端技術等の開発で「経済成長の機会」と捉え直すという考え方。その原動力

がESG経営でありDXである。今や投資家は「環境に配慮している企業にのみ投資す

る」というのが世界の潮流で、CO2を出さない企業の製品は高額でも世界から注文が

入る。同じ製品ならCO2を出さない企業のモノを選ぶ時代となっている。 

 

 

⚫ カーボンニュートラルに向けて、10年・15 0兆円を超える官民投資、2 0 兆円の政府支援が打ち出され、
中小企業も、カーボンニュートラルを「知る」フェーズから、自社の排出を「測り」、「減らす」フェーズへ。

（出所）東京商工会議所

カーボンニュートラルについて「知る」
セミナー・W EB等を通じた
省エネ・脱炭素に関する情報収集 1

自社のCO2排出量を「測る」
専門家による指導や簡便なツール等による
排出量計測・把握 2

省エネ・設備更新でCO2を「減らす」
補助金や税制を活用した
省エネ・脱炭素型設備導入 3

中小企業もカーボンニュートラル推進を具体化するフェーズへ

18

② 株式会社様立飛ホスピタリティマネジメント

(SORANO HOTEL)様の事例
(自然環境保護に配慮した

ホテル事業）

・個包装ではなく詰め替えのボトルタイプのアメニティを用意し、宿泊者自身に使い慣れた歯ブ
ラシを持参してもらうことで使い捨てアイテムを削減。

・タオルは老舗タオルメーカーのフェアトレード認証コットンを使用し、髪や身体だけでなく環
境にも配慮している。

https://soranohotel.com/

産業革命「後」のカーボンの循環

イラスト出典：環境省「つなげよう、支えよう森里川海」プロジェクト
「https://www.env.go.jp/nature/morisatokawaumi/project.html」

矢印は年間移動量（ 黒数字は産業革命、赤数字は産業革命以降） 。2000-2009の年平均値。
□は貯蔵量で赤字は産業革命以降の増減量。 単位はいずれも億トン（ 炭素換算） 。
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いくつかのキーワードはすべて絡み合っている

10

SDG⚫

GX ESG

17の目標と
169のターゲットへの取組経済成長と環境保護を両

立させ、「2050年までに
温室効果ガスの排出を全
体としてゼロにする」経
済社会システム全体の変
革を意味する成長戦略

E：環境問題
・気候変動・生物の多様性・
廃棄物・水資源
S:社会課題
・ダイバーシティ・人口減少
・格差社会・労働問題…他
G:自己管理体制
・取締役会・権利保護
・法令順守・情報開示体制

各省庁
CGC＆国としての戦略

ESG・GXを上場会社が意識し始める

12

23

Scope3への波及の可能性は極めて
高いのではないか？

少なくとも1年後にはじわじわ来る…

Tier1

Tier2

Tier3

Tier4

連日SDGs/ ESG関連の記事が後を絶たない。直近1か月で記事数は263件（ 3月15日現在）
※N I KKEIの件数より

〜講演で使用したスライド（一部）〜 
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（質問・意見交換） 

【職員】 

SDGs の世界情勢から国内企業の取組など、世の中の動きをわかりやすくお話いた

だき、そういう時代の潮流の真っ只中にあると感じるとともに、「脱炭素に取り組まな

いことこそリスクである」というのがよく理解できた。 

そこで、自治体の役割ですが、Scope 1.2.3について営利目的で事業を実施してい

るわけではないが、自治体にも企業と同じように求められてくるか？また、阿南市に

は日亜化学工業という大きな会社があるが、日亜も Scope 1.2.3の中で苦労しており

関連する事業者も市内に多数ある。そういった中で、脱炭素の取組が遅れるリスクが

阿南市の地域経済にどう影響を及ぼすのか心配している。そこで１事業者でもある自

治体（阿南市）の役割と地域経済を見越した中での役割について教えていただきた

い。 

【中塚】 

日亜化学工業は蛍光体からすごく大きくられた会社で、LEDの世界的な名門企業

だ。会社自体の脱炭素への取組は別として、作っている製品は世界の脱炭素を進める

大きな原動力になっており、自分達の製品を世の中に普及していくことが、脱炭素に

貢献することになる。以前、社長にお会いする機会があったが、そのことを明確にお

っしゃっていた。これはすごい話で、阿南市はこういった「宝」を持っているので、

そのような脱炭素に貢献する企業を支える仕組みを作られるといいと思う。それが市

の役目として補助金なのか、関連する企業も対象にするのか、Scope1.2.3 の世界は

必ずあるので、こういったものを組み合わせながら行政が支援をしていく仕組みを作

る。このことが一番大切なのではないか。 

また、東北のある県の話だが、原発問題など企業はいろんな問題を抱えている。し

かし住民のためにも地元の企業をしっかりと残していかなければいけない。それが自

治体の責務でもある。そこで、補助金に加えて金融機関を一生懸命使おうとしてい

る。「ここまで脱炭素に取り組んだ企業には低金利で貸し出す」という基準は「京都モ

デル」と呼ばれる。東北の自治体もそれを作ろうとしている。広域でやるのかどうか

は別にして、民間の金融機関によって経済を回していく。行政は最初に１回目を動か

す仕組みを作って、以降は金融機関がそれを動かす。金融機関はどういったロジック

でお金を貸していけばいいかを考えてながら次々と融資をしていく。「SDGs に関係す

るのだったらこうやっていいよ」みたいな・・行政が仕組みを作ってあげるというの

もいいかもしれない。また、尼崎市のように「テーマを決めて地域ぐるみの脱炭素を
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ブランディングしていく」（環境省のホームページにもアップされている）。こんなと

ころも参考にしていただけたらいいと思う。 

【職員】 

市役所が１事業体として取り組む役割についてはどうですか？なかなか進めていない

様に思っていますが。 

【中塚】 

例えばこの市役所の建物を見ても、随所に脱炭素の取組があると思う。L E D もそ

うだし空調なんかも全部・・・それは一つのシンボルになっているのかなと感じる。

そして市役所は住民に一番近い自治体であり、住民との連携をいかに進めていくかと

いうのも重要。そのために、ある自治体さんではアクセルトレーニング（アクセルを

柔らかく踏みましょう、急ブレーキ、急発進を避けましょう）という運動をみんなで

やった。代表者１０人を選んでデータも収集して、これだけガソリンが減りました、

事故も少なくなりました・・・というような意識の醸成。そんなことをやるのも一つ

の方法かなと思う。いろんなメニューがあるので、民間とタイアップして進めていか

れたらいいんじゃないかと思う。 

【職員】 

実は今朝、そのアクセルトレーニングの新聞記事を課内で共有したばかりです。西

条市や今治でやられているモデルでしたが、阿南市もぜひ参考にしたいと思います。

ありがとうございました。 

 

（まとめ） 

 前身の東京海上火災保険株式会社の創立は明治 12年。日本が近代化を目指して海

運・貿易が盛んになり始めた頃に生まれた日本初の保険会社である。貨物や船舶の保

険に始まり大正 3年には自動車。以降、火災保険、工場機械や航空機まで産業革命の

進化に伴って事業を展開し、今も保険業では国内トップのシェアを誇り、そして今、

社会経済を支える企業のパートナーとして SDGs を支援している。その活動の推進役

である中塚先生の講演は幅広い知見と活力に溢れていた。出席した市職員は SDGs が

生まれるきっかけや現在の世界情勢を再確認し、ゼロカーボンシティ宣言を行った阿

南市が地元企業や市民と連携して今後どのような取組をしていくべきか、また１事業

体でもある市役所がどのように実践していくべきかを考えるきっかけになったのでは

ないかと感じる。 
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③ SDGsパンフレットの制作 
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阿南市

ふるさと阿南応援事業基金

市外在住者

交流人口

関係人口

ESCA

県外学生

移住予備軍

寄附者

事業推進

サステナブル
ツーリズム

バス
JR

公
共
交
通
の
確
保
・維
持

さとふる
楽天
ふるさとチョイス

新規創業・事業再構築

SDGs・ローカルESG

チャレンジ都市
阿南創造事業
補助金

再エネ
リサイクル
エコツーリズム
地産地消
IOT
スマート農業等

金融機関

商工会議所

大学・高専

ESPAおよびESPA
シュプリーム登録事業
者の支援

「持続可能な社会づく
り」に対するお志

サステナブルツーリズム
環境負荷を抑えたツアーの推進

・JRやバス等、公共交通と自転車（折り畳み式）をミックスして移動
する⇒CO2排出削減
・マイバッグ、マイボトル、マイ箸当を持参
・ESSPA登録事業者で飲食、宿泊、体験等

ふるさと納税

ESPA事業者支援

連携

ESPA
ESPAシュプリーム

ESPA事業者の拡充

返礼品

多様なビジネスの創出

融資

創業塾

創業支援窓口

自立分散型エネルギー カーボンニュートラル グリーンインフラ

IOT活用による
働き方改革

リサイクル

Society5 .0
生産性の向上

環境美化活動

地域

質の高い生活
⇓

新たな成長
⇓

地域ブランド

自立分散
相互連携
循環・共生

エコシステムの構築

産
・官
・学
・金

地産地消

生物多様性

農林水産業

産業支援機構

５．地域循環共生圏の推進(チャレンジ都市阿南創造事業） 

 

地域循環共生圏とは、環境と経済・社会の統合的向上と地域資源を活用したビジネ

スの創出で「新しい成長」を実現する新しい概念で、地域の貴重な自然環境や歴史・

文化を活用したビジネスを展開し、環境と経済を好循環させる考え方だ。 

その推進のため、阿南市は SDGsや ESG経営の先導的なビジネスを展開する新規創業

及び事業再構築を支援する「チャレンジ都市阿南創造事業補助金」制度をスタートさ

せ、2022年は５件（新規創業３、事業再構築 2）が採択されて事業を実施。2023年は

新規創業と事業再構築の区別なく初期費用（対象経費の 1/3以内：上限 100万円）と

実績分（次年度：初期費用と同額）に分けて継続的に支援する制度に見直しを行い、6

件の申請が採択された。 

ついては、本年も研究事業の一つとして採択された事業者の伴走型フォローアップ

を行った。以下、自然エネルギーや食品ロス、エコ、環境改良を実践する「キッチン

カー、マフィンの製造、竹炭の新たな活用」など５件（１件は本人都合により辞退）

の事業内容及びフォローアップ活動の成果について、報告と考察を記述していく。 

  

① 地域循環共生圏のイメージ 
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チャレンジ都市阿南創造事業補助金のスケジュール等について 

 

１  補助率、補助金額及び採択予定件数  

イニシャルコスト分（ 当該年度） と事業実績分（ 次年度） に分けて申請受付及び交付 

イニシャルコスト分（ 当該年度） への補助として補助対象経費の3分の1以内 

上限額は新規創業、事業再構築とも 100万円（ 併せて 10件）  

※選考は、環境・ 金融・ 経営の専門的知識を持った有識者によって組織される検討委員会において、

書類審査により委員の意見を聴取し、採択・ 不採択を決定します。採択予定件数を必ず採択するも

のではありません。  

 

事業実績分（ 次年度） は、イニシャルコスト分の補助金交付後、事業実施による翌年12月末までの

実績に基づき、 イニシャルコスト分の補助金交付額を上限（ 3 分の 1 以内） に成果連動型補助金とし

て交付予定（ 令和６年度当初予算要求）  

 

イニシャルコスト分（ 3分の1以内） と事業実績分（ 3分の1以内） 併せて（ 3分の2以内）  

 

※令和６年度交付予定である事業実績分は、予算について市議会の議決を経ていないため、補助事業

の実施をお約束するものではありませんので、あらかじめご了承く ださい。  

 

２  スケジュール≪令和５年度開始分≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※交付決定日前（ 令和５年７月下旬を予定）に要した経費は補助対象経費とはなりませんのでご注意く ださい。 

 

 

 

 

 

★補助事業の主な流れ≪令和５ 年度≫

交付額確定通知

≪必要に応じて≫

事業の変更申請・ 承認　 ※軽微な変更は除く

補助事業実施【 申請者】

補助金交付申請書提出【 申請者】

審査（ 検討委員会）

交付決定(採択) 不採択

実績報告書提出【 申請者】

完了審査

補助金交付請求【 申請者】

補助金交付(概算払も可）

12月 1月 2月 3月

令和5年 令和6年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

1月 2月 3月

令和6年 令和7年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

受付
期間

5/1～6/16

審査

検討委員会

7月中旬

補助事業期間（ イニシャルコスト 分補助金の対象期間）
交付決定日（ 7月下旬を予定） ～R6/2/29
※この期間外に要した経費は補助対象外

【 新規創業】 個人： 開業届、 法人： 法人設立登記 事業を開始
【 事業再構築】 新事業又は新分野で事業を開始

R5/4/1～R6/2/29

補助事業のフォローアッ プ 交付決定日 ～

【 新規創業】 【 事業再構築】 事業実施

補助事業のフォローアッ プ（ 必要に応じて）

事業
実施

事業開始～

R6/12/31

事業実績に

基づく 補助

金交付申請

～R7/1/31

審査・ 交付

①チャレンジ都市阿南創造事業実施のイメージ 
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②採択事業者の決定 

申請件数・・・新規創業６件、事業再構築３件  
 
専門的かつ幅広い知見を有する有識者で構成する検討委員会（ 7/18 開
催）で、申請のあった事業の評定について意見交換を行う。  
 
検討委員会での意見を参考に市長が採択事業者を決定 
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③フォローアップ活動 

  
採択事業者（新規創業 3 件、事業再構築２件）のフォローアップ活動を展開。 

（出席：市役所ふるさと未来課、アドバイザー２名、支局１名）  

①  第１回ヒアリング（ 8/7,8）  

事業内容及び SDGs/ESG、資金計画等の確認。懸案事項の洗い出しなど。  

②  第２回現地ヒアリング（ 11/29,30,12/1）  

 事業の進捗状況（導入施設や店舗）の確認。次年度以降の継続に向けたアイデアなど。 

③ 必要に応じて、随時、個別に聞き取り、助言を行なった。 

アドバイザー 岩浅有記 大正大学地域構想研究所 

准教授 

アドバイザー 横手博一（中小企業診断士） 
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 ④まとめ 

 

今回、検討委員会等を経て採択された事業は、先端技術、地域資源活用、食品製

造・販売、飲食などそれぞれの新しい分野でのチャレンジであり、掲げた SDGsや ESG

経営の理念が着実に進捗するよう、阿南市ふるさと未来課と大正大学地域構想研究所

阿南支局及び２名のアドバイザーが連携して伴走型のフォローアップを実施。 

個別フォローアップの具体的な内容及び経過は本報告書に前述したが、ヒアリング

では、各事業者の環境保全や地域貢献に対する意欲、抱える課題や不安などを聞き取

りながら、アドバイザーとともに SDGsや ESG経営の先進事例や資金計画等についての

助言や意見交換を行うとともに、必要に応じて個別相談や進捗状況の確認を行った。 

その結果、5つの事業がいずれも期限内に完結し、概ね順調に事業を開始した。補

助制度の見直しで、事業継続が確認できれば次年度にも補助金が交付される。フォロ

ーアップのそれぞれの総評で紹介したように、5つの事業とも阿南市が目指す地域循

環共生圏の推進モデルとして着実に継続するように見守るとともに、このような取組

に触発されて新しいチャレンジに挑む事業者が増加することを期待したい。 
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 ６．まとめ（全体） 

 

▷関係人口を核としたシティプロモーションの推進 

昨年の市内就労者アンケート調査で見えてきた「阿南とつながる情報発信」の必要性

から WEBサイト「阿南人」を本格的にスタート。その成果は本文で述べたが、SNSの拡

散力は想定以上で、プロモーションツールとして大きな効果があることが実証された。

今後は、県外に進学・就職した若者と「阿南人」をつなげるための県外在住プロモータ

ーの養成を目標の一つに加え、東京や関西ふるさと会や各高校の同窓会と連携し、WEB

サイト発信を継続しながら実践的な調査研究を進めていきたい。 

▷若者の人材育成と U I Jターン促進に向けた情報発信について 

昨年に続き、高校生自らがイベントに参画する活動をサポートしたが、特筆すべきは

高校生同士の継続的な交流が生まれたことで、ジャーナリスト体験会を経て高校生プロ

モーター誕生につながった。支局に集う高校生を見ていると、高校生アンケートのテー

マ「地域体験学習」の窓口としてのプラットフォームが出来つつある。アンケートの分

析結果でクローズアップされた体験学習と高校生をつなぐ役割を支局が担えるかもし

れない。また、大きな志を持って東京に進学する高校生との出会いもあり、東京・阿南

ふるさと会の若者ネットワークづくりにもチャレンジしてみたい。 

▷SDGsの推進について 

生物多様性の観察、海岸清掃活動や SDGs パンフレットの取材等を通じて、SDGs に対

する意識がかなり浸透してきたことを感じる。そんな中、今回の SDGs セミナーでは脱

炭素に向けて不可欠な ESG 経営と DX について企業と連携する最前線の話を聞くことが

できた。令和 5 年 5 月、2025 年までの実践に向けた阿南市版・脱炭素ロードマップが

示されたこともあり、SDGs に対する市民意識の高まりを背景に事務事業及び区域施策

編とも具体的な取組に向けて新たな施策が望まれる。 

▷地域循環共生圏の推進について 

補助制度の見直しを受けて、事業の継続性に留意してアドバイザーとともに SDGsや

ESG経営の理念や資金計画等を確認しながら助言を行い報告書にまとめた。 

▷終わりに 

それぞれのテーマとも一定の成果を収めることができ、今後の効果的な施策目標の設

定に繋げることができたと考える。本年度の調査研究事業にご指導ご協力いただいた全

ての関係者の皆様に感謝を申し上げ、本報告書のまとめとする。 
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